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『稲沢市ステージアッププラン（第６次稲沢市総合計画）(案)』に対する 

パブリックコメントの実施結果 

 

１ 募集期間    平成２９年５月１７日（水）から６月９日（金）まで 

２ 意見提出者数  ９人 

３ 意見件数    ９５件 

４ 提出されたご意見の要旨と市の考え方 

（ご意見は、文意等を損なわないように要約・補足等をさせていただいております。) 

○Ⅰ 計画の概要 

№ 項目 市民から寄せられた意見 市の考え方 

１ Ⅰ-1 

稲沢市ステージアッ

ププラン（第 6次総

合計画）の位置づけ 

（2ページ） 

 

総合計画のキャッチコピーの変

遷をみると、地方自治を軽視してい

く経緯がわかる。 

第 5次総合計画で「行政経営」を

持ち出し、自治体の本来の役割であ

る「住民福祉の向上」を投げ捨て、

自治体に弱肉強食の企業経営の理

念を持ち込み、第 6次総合計画はそ

れをさらに発展させ、「名古屋で働

く人が、暮らしの場として憧れるま

ち」をスローガンに、市の資源を開

発最優先に投入することを宣言し

ている（「住民福祉の向上」という

地方自治の理念はどこにもない）。

そのことは P19 の「Ⅱ-3 まちづく

りのコンセプト」、それを具体化し

た P20 の基本政策分野の構成順位

をみれば明白である。 

国民の数％に満たない人が富む

一方、大多数の国民が貧しくなって

いる。貧困と格差の是正が行政に求

められているが、そうした視点はな

い。「ステージアッププラン」は開

発優先の宣言であり、これで貧困と

格差を是正できるのか。いま行政に

求められているのは貧困と格差の

是正ではないのか。（1990 年代以降

本市の人口動向や市民意識調

査を分析した結果、①名古屋駅か

らの鉄道アクセス 10 分台という

同条件の他市と比べ、転入の受け

皿としてその強みを生かしきれ

ていないこと、②市内での定住を

希望する市民が多いにもかかわ

らず、本市への居住を選択せず

に、一宮市・愛西市等の近隣市に

移るかたが存在していること、こ

の2点が本市の課題として明らか

になっております。 

このことは、住宅の供給量が少

ないこと、市街化調整区域におけ

る住宅建設に制限があること等

が、一因であると考えられます。 

望むと望まざるとにかかわら

ず、都市間競争という側面は避け

られませんが、特に 2点の課題の

うち後者を重視しており、本市に

住みたいと思っている方の願い

に応える必要があると考えてお

ります。 

貧困と格差の是正につきまし

ては、国の社会保障制度の設計等

にも大きく左右されるものと考

えておりますが、本市におきまし
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の開発優先の行政のあり方（国も含

め）が貧困と格差を深刻にしてきた

が、貧困と格差をさらに深刻にする

ことは明らかではないか）。 

ても、一人親家庭への教育・生活

の支援策を拡充するなど、可能な

限り是正に努めてまいります。 

２ Ⅰ-1 

稲沢市ステージアッ

ププラン（第 6次総

合計画）の位置づけ 

（2ページ） 

 

第 6 次総合計画は「ステージアッ

ププラン」として、①新しい時代（ス

テージ）に対応していく、②行政水

準（ステージ）を高めていく、③ま

ちづくりにおける市民との関わり

合いの質（ステージ）を高めていく

としている。 

①の新しい時代としてリニア新

幹線を位置づけている。リニア新幹

線には四つの根本的な欠陥がある。

第 1 に現在の新幹線の数倍のエネ

ルギーを消費する、省エネルギー施

策に逆行すること。第 2に 8割がト

ンネル（大深度）を走ることによる

安全の懸念、環境破壊。第 3に他の

新幹線や在来線と相互乗り入れで

きず、代替輸送できない閉鎖的な交

通機関。第 4に採算がとれず、国民

に多大な負担後犠牲を押しつける

可能性があること。これで新しい時

代の交通機関と位置づけることが

できるのか。時代逆行の交通機関＝

リニア新幹線を新しい時代（ステー

ジ）と位置づけることは、新しい時

代に進むのではなく、開発優先の時

代逆行の施策ではないか。 

 リニア新幹線中心の大型開発を

すすめ、その財源を確保するために

学校、保育園、公共施設の統廃合を

進めることは、経済の東京一極集中

をこれまで以上に加速し、地域経済

の衰退に拍車をかけることは明ら

かではないか。いま求められている

のは地域循環型の経済社会への転

換ではないか。 

リニア新幹線は民間鉄道事業

者の事業であり、本プランにおけ

る施策ではありませんので、言及

は控えさせていただきます。 

リニア中央新幹線の東京・品川

と名古屋間が開業する 2027 年を

見据えて名古屋駅周辺で大規模

開発が行われており、オフィス人

口が１万人以上増えるといわれ

ています。 

本市を取り巻く外的要因とし

てそうした大きな社会経済情勢

を無視することは得策ではない

と考えます。 

名古屋で働く方々が暮らしの

場として本市を選んでいただけ

るよう、暮らしやすいまちづくり

を進め、効果的なＰＲに努めるこ

とで、本市が発展していく契機と

したいと考えています。 
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３ Ⅰ-1 

稲沢市ステージアッ

ププラン（第 6次総

合計画）の位置づけ 

（2ページ） 

 

行政水準（ステージ）を高めてい

くという。しかし進めていること

は、民間活力の導入を名目にした行

政・社会保障の切り捨て→「トップ

ランナー方式」を含む地方交付税の

削減→行政・社会保障の切り捨て、

という地方自治の解体、中央集権体

制の強化だ。これで行政水準を高め

るといえるのか。 

 「人口ビジョン」「まち・ひと・

しごと創生総合戦略」「公共施設等

総合管理計画」等、国のいうままに

全国でこうした計画を策定してい

ることをみても明らかだ。 

 地方自治の解体、中央集権体制の

強化は、国政の動向を踏まえると、

戦前の戦争する国づくりへの回帰

につながる危険が高いといわざる

を得ない。これで稲沢市の発展の展

望がみえるのか。 

「ステージ」という言葉は、一

般的に「舞台」を意味しますが、

それにとどまらない様々な意味

を込めています。その一つとし

て、「行政水準を高めていく」と

ありますが、前例踏襲的に現行の

法律では不可能とあきらめるの

ではなく、例えば国や県に対して

権限移譲や規制緩和を訴えかけ

るなど、一段上のステージ（水準）

で行政も業務を推進していかな

くてはならないという意味を込

めています。 

 

○Ⅱ ビジョン２０２７ 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ-3 

まちづくりのコンセ

プト 

（19ページ） 

  

名古屋で働く人が、暮らしの場と

して憧れるまちを形成する旨を掲

げておりますが、このコンセプトか

らすると、比較対象は、近隣の市で

はなく名古屋市そのものかと思い

ます。 

名古屋市内は、名駅中心にはビル

が立ち並び、繁華街、オフィス街を

形成していますが、市内には多数の

住宅街が存在し、宅地の供給も比較

的良好です。いくら電車で 10分台

の近隣都市でも、「リニアが止まる

都市」のブランド力は相当なもの

で、「名古屋」と名のつかない都市

が簡単に勝てるものではないと思

います。 

また、名鉄名古屋本線は、どの程

度までの輸送キャパシティがある

本計画（案）の特色として、本

市を市単独ではなく名古屋圏の

一部として捉えた上で、自治体間

競争を念頭に、リニアインパクト

など外部要因を意識し、名古屋に

近く広域交通条件に恵まれた本

市のポテンシャルを生かす方向

性で策定するよう心がけていま

す。 

また、ご意見にありますよう

に、市内の雇用創出も重要な視点

と考えており、「重点戦略」の一

つとして「３ 多種多様な産業振

興」を掲げております。 
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のでしょうか。特急停車駅とはい

え、次駅が名古屋ということもあ

り、国府宮駅～名古屋駅は非常に混

雑する区間です。 

所要時間は短くとも通勤時の乗

車条件としては不利です。働き世代

は住む場所を決める上で、通勤につ

いて冷静かつ慎重に選ぶため、多少

遠くても座れる可能性の高い始発

駅を選ぶ人たちは予想以上に多い

と思います。 

名古屋で働く人に住んでもらう

のではなく、市内に働き口を作り、

市内に住んでもらうことを目指す

べきではと思います。 

５ Ⅱ-3 

まちづくりのコンセ

プト 

（19ページ） 

 

「名古屋圏」の定義は何か。道州

制を否定する意味で「名古屋圏」と

いう言葉を使っているのか。リニア

新幹線が東京～名古屋間を結ぶと

いう意味で「名古屋圏」といってい

るのか。 

本計画（案）では、名古屋市近

隣市町村を中心として、名古屋市

に通勤・通学している人の居住す

る地域を表す言葉として使用し

ています。特定の地域を示すも

の、一定の基準をもって区域設定

する類のものではありません。 

６ Ⅱ-3 

まちづくりのコンセ

プト 

（19ページ） 

 

「名古屋で働く人が、暮らしの場

として憧れるまち」（P19）といって

いるが、なぜ名古屋で働く人が暮ら

しの場として憧れるまちでなけれ

ばならないのか。 

リニア新幹線が開通すれば、東京

が通勤圏になる。そうすれば「東京

で働く人が、暮らしの場として憧れ

るまち」にしなければならなくな

る。全く独自性のないコンセプト

だ。（大村愛知県知事は、東京～大

阪までを含むメガリージョン構想

を打ち出している） 

 第 5次総合計画までは、稲沢市が

持っている文化をどう輝かせるか

に重点があった。こうした独自性を

放棄して、「稲沢市」の総合計画と

いえるのか。名古屋駅からの距離だ

あくまでも本市ならではの独

自性に基づき、「稲沢市に住んで

よかった」と思っていただけるよ

うに施策や行政サービスに磨き

をかけ、長期にわたって市民と良

好な関係を築くこと、それによ

り、本市に生まれ育ったかたが本

市に愛着を感じてずっと住んで

いただくことが大前提と考えて

おります。 

その上で、「稲沢市なら住んで

みたい」と思っていただけるよう

なブランドイメージの向上・確立

に繋げて転入者を呼び込むこと

が必要ではないかと考えており

ます。 
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けで云々する計画は、東京一極集中

を加速する計画になることは明ら

かだ。 

７ Ⅱ-4 

まちづくりへの展開

（20ページ） 

 

基本政策分野のトップに「まちの

基盤づくり」をもってきたところに

開発優先のまちづくりの特徴が表

れている。いま行政に問われている

のは貧困と格差の解消だ。子育て・

教育、福祉、健康・医療に関する施

策を先頭にもってくるべきではな

いか（基本政策の順番に行政の関心

の高低が現れている。第 5次総合計

画と比較しても、開発優先に傾倒し

ていることが歴然としている）。 

基本政策分野の順番について

は、優先度等の順位付けはしてお

りません。 

 

８ Ⅱ-4 

まちづくりへの展開 

（21ページ） 

 

①でリニアインパクトを取り込

む旨書かれておりますが、リニアイ

ンパクトで名古屋駅周辺が発展し、

稲沢市は名古屋圏の居住地の受け

皿として発展していくのが方針と

読み取りました。 

若干受け身な方針だと思います。

リニア開通により、世界的大都市圏

である東京が近くなるということ

に対して検討がなされていないよ

うに思います。大消費地東京と直接

つながる方針が必要と思います。 

また、⑦で企業誘致、ベンチャー

育成などを挙げていますが、リニア

インパクトはむしろこちらに検討

すべきです。品川まで 1時間圏内の

代表駅、東京／名古屋に比べ安い地

価、郊外に出れば広大な土地、すで

に整備が進んでいる高速道路など、

企業には非常に魅力的に写るはず

です。 

東京に本社をおく企業が、中部圏

の支社、支店に名古屋ではなく稲沢

を選んでもらえるよう積極的な誘

致を進め、市内の働き口の確保をす

るべきです。 

 リニアインパクトの一側面と

して、世界的大都市圏である東京

とのつながりが強化される点が

挙げられます。 

しかし、今後 10 年間の本市の

発展を考える上では、リニア開業

を見据えた名古屋駅前の大規模

開発に伴うオフィス人口増とい

った好影響を最大限取り入れて

いくことが、最も重要と考えてお

ります。 

「大消費地東京と直接つなが

る方針」につきましては、大きな

課題と考えております。ご意見に

ありますように、そうした将来を

見据えた取組みも進める必要が

あります。 

「重点戦略」の一つとして「３

多種多様な産業振興」を掲げてお

り、積極的な企業誘致等を進めて

まいりたいと考えております。 
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９ ビジョン 2027 のイ

メージ 

（23ページ） 

 

基本指針として、良く特徴をださ

れていますが、普遍的な価値のた

め、その下に続く政策が一般的な項

目（どの市町村でも取り組んでい

る）内容になっていると思います。

もう少し、攻めの姿勢があった方が

良いのではないでしょうか。指標と

して下記を提案します。 

『資源の無い地域から或る地域

への変革』 

国土開発の全総時代、国土の均衝

ある発展を掲げてきた反動で、地域

の特性を生かせない構造が構築さ

れてきた歴史があります。上記のコ

ンセプトの元、全ての仕組みをリス

トラクチャリングする。最終到達目

標は自立した地域の構築です。いず

れ、世の中の方向性として、個人的

には流域単位の資源管理の時代が

くるという個人的な見解に基づい

た視点です。そういう視点からすれ

ば、稲沢市は、木曽川水系の中下流

域に位置する比較的地盤の良い（昔

の国府があった）地域だと理解して

います。 

総合計画は本市の行政運営全

体の最上位計画であるため、網羅

性が出てきて、見方によっては、

総花的になる面があります。 

そのため、重点的に何に取り組

むかを示す計画にしたいと考え、

プラン 2027 総論に「Ⅲ-3 重点

戦略」の章を設けております（P35

～45）。 

 

○Ⅲ プラン２０２７【総論】 

10 Ⅲ-1 

基本的な視点 

（26ページ） 

 

人口などの予測や高齢世帯など

の推移は今後の市の動向を考える

上で必要だが、財政を載せる必要が

あるのか。平成の合併のとき、合併

しないと自治体財政は行き詰まる

と散々言ったが、結果は行政の予測

と全く異なる結果になった。結局、

財政の予測は、住民に我慢を強いる

道具として利用してきた。従って削

除するか、載せる場合は前提をきち

んと説明するべきだ。 

過去の歳入・歳出の決算推移に

つきましては、本市の財政規模や

内訳等を分かりやすく説明する

上で必要であると考えておりま

す。 

 また、将来の厳しい財政見通し

に関する記述につきましては、基

本計画各論の施策展開の前提と

考えております。 

11 Ⅲ-1 

基本的な視点 

「市税収入はリーマンショック

の影響で落ち込んで以降、ほぼ 200

 国税化される法人市民税は普

通交付税の原資となることから、
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（29ページ） 

 

億円程度で推移している」とある

が、市民に誤解を与える表現だ。 

 国が地方の独自財源である「法人

住民税法人税割」を引き下げ、「地

方法人税」（国税）として吸い上げ

たことも影響している。「地方自治」

の立場から、地方の独自財源を一方

的に吸い上げるやり方を厳しく批

判するべきだ。（影響額を市民に公

表するべきだ） 

法人市民税の減額分がそのまま

減収額とはならず、普通交付税と

して再配分されることになりま

す。 

12 Ⅲ-1 

基本的な視点 

（29ページ） 

 

 「合併団体は、普通交付税の優遇

措置として…」とある。一方、合併

特例債については優遇云々の表現

を一切行っていない。どちらも法律

に基づいた措置であり、一方だけを

優遇云々するのは間違っている。

「普通交付税の優遇措置として、」

は削除するべきだ。 

「地方交付税は 2016（平成 28）

年度算定ベースで約 14.3 億円の減

収が見込まれます」とあるが、根拠

は何か。大野紀明元市長は第 1回審

議会の時「最終的には 20億円の歳

入減少」が見込まれるといい、当初

の計画は「約 17 億円の減収」とい

っていた。基準年度を明確にしてい

るのはパブリックコメント案だけ

だが、1年も経ない中でなぜこれだ

けコロコロ変わるのか。これほど不

確かな数値を載せていいのか。結局

財政が厳しいという市民への脅し

だ。 

地方交付税の合併算定替えの影

響については、①支所経費分、②消

防・保健センターなどの経費分な

ど、合併算定替えの終了による影響

の緩和が政府の方で検討されてお

り、今後の見通しは不透明だ。 

合併算定替と合併特例債は共

に合併に係る優遇措置ですが、普

通交付税は合併団体以外にも交

付されており（不交付団体を除

く）、その算定における優遇措置

という意味合いで記載しており

ます。 

また、合併算定替が段階的に縮

減される自治体に対する激変緩

和措置として、国において普通交

付税の算定方法の見直しが、平成

26 年度から行なわれております。 

本計画（案）に記載しておりま

す約 14.3 億円となる縮減額につ

きましては、これまでの算定方法

の見直しを反映し、平成 28 年度

算定ベースで算定したものです。 

そうした普通交付税算定の見

直しがされましても、合併算定替

が縮減されることは、市の財政に

とって影響が大きいことに変わ

りはないと考えております。 

13 Ⅲ-1 

基本的な視点 

「これまで合併特例債に依存し

てきた財政体質を見直す必要があ

ご意見のとおり、合併特例債は

本市の財政運営にとってメリッ
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（29ページ） 

 

ります」とあるが、なぜか。 

 市債発行による借金体質の財政

計画は問題だが、通常の市債より合

併特例債による市債発行の方が市

財政への負担は軽い（償還額の

70％が地方交付税の基準財政需要

額に算入されるため、地方交付税の

交付団体にとって、地方交付税で措

置されるため）。 

トの高いものです。しかし、その

発行期限が 2020（平成 32）年度

で終了するため、合併特例債に依

存しない財政体質へと見直しを

図る必要があると考えます。 

 

14 Ⅲ-2 

土地利用方針 

（31ページ） 

 

人口増加については、小学校区別

における人口の均衡にも影響があ

ると思います。 

ＪＲ稲沢駅付近については、マン

ションなどが建ち、市東部の小学校

は人数が多くなりました。それに比

べ、市街化調整区域にあたる名鉄国

府宮駅付近の稲沢北小学校区につ

いては、新たな家が建ちにくく、賃

貸住宅が多いため、定住率が低い傾

向にあると思います。 

このことから、市全体で大きく用

途地域のゾーニングをしていくと

いいと思います。 

 

 本市としましても、人口減少や

少子高齢化進展の地域間格差は

課題と認識しております。 

重点戦略の一つとして「地域コ

ミュニティの維持」を掲げ、名鉄

国府宮駅・ＪＲ稲沢駅以外の鉄道

駅周辺や市街化調整区域に点在

する既存集落・住宅団地につい

て、地区計画や条例制定等により

住宅の建設を誘導するなどして

人口の流出防止を図ることとし

ております。 

なお、「土地利用方針」におき

ましては、今後策定する都市計画

マスタープランで詳細なゾーニ

ングを検討してまいります。 

15 Ⅲ-2 

土地利用方針 

（31ページ） 

 

『ステージアップ稲沢』のコンセ

プトは素晴らしいと思います。た

だ、かなりの改革が必要です。特に

行政で主導していく場合、国府宮駅

周辺の都市計画は重要です。 

・三大奇祭の一つといわれる、室町

時代からの伝統があるはだか祭

が行われる国府宮神社の存在力 

・大学や短大、高校に通う学生が多

い。駅周辺をセンスアップして商

業を活性化することで、需要や供

給（雇用）の増加を図ることがで

きる。 

・利便性の高い名鉄国府宮駅周辺の

土地利用については、特に東西ラ

名鉄国府宮駅周辺の再整備に

つきましては、市の組織体制を強

化して、今後、調査研究を進める

中で、整備手法、整備スケジュー

ル等を含め、人が集い、賑わいの

ある空間となるよう検討してま

いります。 
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インの商業、住宅利用を望みま

す。 

・ターミナルを大きくして、そこか

らの移動バスやシェアカー、シェ

アサイクルといった計画も。ぜ

ひ、実施計画にあたり、土地利用

の観点から隣市に負けない魅力

づくりをお願いします。 

16 Ⅲ-2 

土地利用方針 

（32ページ） 

 

「リニア中央新幹線開業後の新

たな時代に向けて、名鉄国府宮駅周

辺の高度利用を進める」とある。愛

知県下の他自治体で駅前の再開発

（高度利用）のまちづくりが行われ

てきた（いる）が、まちの賑わいを

もたらしているところはほとんど

ない。高度利用＝高層の建物をつく

るまちづくりではなく、人と人とが

つながり合えるまちづくりを目指

すべきではないか。高層の建物づく

りは高度経済成長期、人口が増えて

いる時代の発想だ。これから高層の

建物をつくるまちづくりをすれば、

自治体間のゼロサムゲームに陥り、

自治体が疲弊することは必至だ。  

17 Ⅲ-2 

土地利用方針 

（32ページ） 

 

「名鉄国府宮駅及びＪＲ稲沢駅

周辺における新たな居住系市街地

の形成をはかる」とあるが、人口が

大きく減ると予想しながら（P9）、

「居住系市街地の形成をはかる」＝

市街地の拡大を行うのは矛盾する

論理だ。矛盾しないためには、祖父

江や平和、明治、千代田地区などの

周辺部を切り捨てなければ帳尻が

合わなくなる。こうしたまちづくり

で市民が幸せになるとは思えない。

今ある文化や伝統、自然を生かした

まちづくりを進めることではない

か。 

人口減少への対応には、大きく

二つの方向性が考えられます。一

つは、転入促進で人口の社会増を

図ったり、出生率を向上させるこ

とで人口減少に歯止めをかける

「積極戦略」です。もう一つは、

仮に出生率が多少向上しても今

後数十年間の人口減少は避けら

れないことから、人口減少社会に

現実的に対応するよう社会シス

テムの再構築を行う「調整戦略」

です。この二つの対応を複合的に

進めていくことが必要となりま

す。 

18 Ⅲ-2 

土地利用方針 

「広域的な交通利便性を生かし

て企業誘致を進めます」とあるが、

企業誘致等の経済活性化を目

指す施策と、ご意見のような福祉
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（32ページ） 

 

日本全体で人口が減少する＝経済

が縮小する見通しの中で、自治体の

とるべき施策ではない。経済が縮小

する中で企業誘致を進めることは、

自治体が企業の儲けの手段として

利用され、結果として住民福祉が切

り捨てられることになる。 

 国はアベノミクスによるトリク

ルダウンを喧伝している（最近では

あまりいわなくなった）が、貧困と

格差が拡大していることをみれば、

施策は失敗だったことは明らかだ。

国から 10年遅れて同じ過ちを犯す

ことになる。しかも人口減少＝経済

の縮小局面で行えば、市民の受ける

犠牲は計り知れなくなる。 

施策は、あくまでも両輪だと考え

ております。 

19 Ⅲ-2 

土地利用方針 

（32ページ） 

 

「引き続き幹線道路の整備に努

めます」とあるが、すでに自動車は

（登録台数で）減少局面に入ってい

る。高齢化の中で、自動車の減少は

加速するのではないか。幹線道路の

整備というのであれば、歩車道の分

離など、人を優先するまちづくりを

進めるべきだ。 

市民生活や経済活動における

広域交通を強化するため、東西の

道路整備を促進していく必要が

あると考えております。 

なお、幹線道路のうち、都市計

画道路につきましては、歩車道分

離構造で整備しています。 

整備にあたりましては、歩行者

の安全性確保に配慮してまいり

ます。 

20 Ⅲ-3 

重点戦略 

（36ページ） 

 

国府宮の再開発は賛成しますが、

国府宮駅の高架化はどうしても必

要なのでしょうか？ 

ものすごくお金がかかると思う

し、これは名鉄には不利益になるこ

とではないでしょうか？今でもＪ

Ｒの方が安いし早いので国府宮を

通り過ぎていく人も多いので、高架

化するともっと通り過ぎていって

しまうと思います。 

55 ページの「③改良が必要な踏

切の対策」で記載しております

が、国から改良が必要と指定され

た踏切につきましては、鉄道との

立体交差化による抜本的な対策

が必要となるため、関係機関と連

携し地域の実情を踏まえ、その方

策を決定していきます。 

21 Ⅲ-3 

重点戦略 

（36ページ） 

 

 「人口減少に歯止めをかけ、リニ

アインパクトを取り込んで都市間

競争に打ち勝つ」（P36）というが、

これでは「近隣と人口を奪い合う不

名鉄国府宮駅等の都市拠点を

市の顔にふさわしい形で整備す

るなど、まち全体の魅力をいかに

高めるかといった視点が重要で
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毛なゼロサムゲーム」（人口ビジョ

ン P21）に陥ることであり、「人口

ビジョン」の考え方と真っ向から矛

盾することになる。 

 計画全体が「リニアインパクト」

を当て込んでおり、リニアがこけた

ら水泡に帰す計画（ＪＲ任せ、国任

せ）でいいのか。もっと稲沢市の魅

力（伝統、文化、自然など）を生か

したまちづくりを考えることだ。 

あると考えております。 

また、本市を取り巻く大きな社

会経済情勢につきましても、本市

が発展していく契機とするべき

と考えています。 

 

○Ⅳ プラン２０２７【各論】 

22 Ⅳ-1  

まちの基盤づくり 

（52ページ） 

 

 リニアインパクトを取り込まな

いと、稲沢市としてのブランドイメ

ージを高めることができないのか。

これでは稲沢市の特徴を生かした

まちづくりとはいえない。リニアイ

ンパクトでいうと、一宮市の方が利

便性が高い（ＪＲ特急が止まり、Ｊ

Ｒと名鉄の駅が一体化している）。 

 「自然の恵みと心の豊かさ ひと

が輝く 文化創造都市」（第５次総

合計画）のほうが稲沢市の特徴を捉

えたまちづくりといえるのではな

いか。（貧困と格差を是正すること） 

 「リニアインパクト」は、人口が

減少する時代においては、不毛なゼ

ロサムゲームに陥り、自治体を疲弊

させることになる。 

まち全体の魅力をいかに高め

るかといった視点が前提と考え

ておりますが、本市を取り巻く大

きな社会経済情勢につきまして

も、本市が発展していくための大

きな契機と捉えることが重要で

あると考えております。 

 

23 Ⅳ-1  

まちの基盤づくり 

1-1-(3)①駅周辺機

能の強化（名鉄国府

宮駅及びＪＲ稲沢

駅） 

（53ページ） 

 

具体的な整備の方法が記載され

ていないので、意見を書かせていた

だきます。 

若い世代が「住みたいな」と思う

には「名古屋に近い」「部屋が空い

ている」だけでは住みません。 

少々の家賃の差ならば、名古屋市

内で検討するだけで、わざわざ稲沢

市にまで来ません。 

「名古屋市民」というブランドを

捨てて「稲沢市民」になろうとは思

 いただいたご意見も参考にさ

せていただきながら、名鉄国府宮

駅周辺の再整備につきましては、

人が集い、賑わいのある空間とな

るよう検討してまいります。 
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いません。 

稲沢市自体に魅力があり、この街

に住みたいと思わせなければいけ

ません。 

引っ越し先を検討している若者

が国府宮駅に降り立った時、この街

に住みたいと思うか？残念ながら

現状では無理でしょう。 

名古屋に比べて勝っているのは

静かでのんびりしていることくら

いです。 

そこに駅周辺の「キレイさ」「オ

シャレさ」があれば少しは太刀打ち

出来ると考えます。 

私は国府宮駅周辺で店舗を構え

ていますが、駅周辺にも関わらず、

空きテナントは沢山あり、かなり廃

れた印象です。 

大手チェーン店の居酒屋や不動

産屋が目立つばかりでとても若者

ウケする雰囲気ではありません。 

稲沢市民でさえも週末の買い物

などは郊外のアピタに行くか、名古

屋に出るかで、国府宮駅にお出かけ

しようなんて考えの人はほとんど

いないと思われます。 

静かで緑があり個人店のオシャ

レなカフェや店が立ち並ぶ・・・ 

そんな雰囲気が駅周辺として出

せれば、人も集まり、若い世代も入

ってきてくれる可能性も上がるで

しょう。 

再整備の具体案として 

・国府宮駅再整備のプロジェク

トチームの編成（若い世代の

デザイナーなどで編成）。 

・空きテナントを市が借りて、

若者の新規事業者が入りやす

いように援助する（テナント

料の一定期間無償化、ネット
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で新規事業者が開業しやすい

ことを PR）。 

・国府宮駅周辺をプレイスブラ

ンディングする（国府宮神社

含む駅周辺店舗をマップにし

ネーミングをつけてブランデ

ィング、国府宮のメイン通り

をネーミング、ネット上で PR

など）。 

・空き家、古民家を若い芸術家

にリノベーションして安く住

んでもらう。 

・駅周辺への植樹を増やす。 

・イベント会社に依頼して街コ

ンを定期開催（若い世代への

出会いの場を提供）。 

・国府宮神社の参道を使ったマ

ルシェを定期開催（週末に国

府宮駅周辺に人が集まるよう

にする）。 

行政が公共事業を行うだけでは

発展はなく、継続する人が必ず必要

で、若者がチャレンジしやすい、住

みやすい環境を整えることが重要

だと思います。 

24 Ⅳ-1  

まちの基盤づくり 

1-2-(1)目標 

（54 ページ） 

 

目標の中に自転車の利用促進を

図る（自転車道の整備・ロードバイ

クによる通勤などを想定）。これに

より、健康の増進と自動車利用の低

減（自動車排出ガスの低減）が図ら

れます。 

 まちなかにおける自転車道の

整備等につきましては、名鉄国府

宮駅周辺の再整備等において、一

つの検討材料とさせていただき

ます。 

25 Ⅳ-1  

まちの基盤づくり 

1-2-(3)①幹線道路

等の整備促進 

（55ページ） 

 

円滑な広域交通ネットワークの

形成を図るため、東西幹線道路であ

る（都）祖父江稲沢線、（都）春日

井稲沢線、（都）稲沢西春線等の計

画的な整備を図るとともに、交差点

の改良に努めるとある。 

指摘のとおり東西をつなぐ幹線

道路は、整備がおくれており鉄道と

の交差部分が交通を阻害して渋滞

ご意見のとおり、東西幹線道路

の整備は、重要な課題と認識して

おり、総合計画の中で明確な位置

付けをし、整備に努めてまいりた

いと考えております。 

また、鉄道との立体交差化につ

きましては、関係機関と連携し地

域の実情を踏まえ、その方策を決

定していきます。 



14 

 

の原因になっている。早急な整備推

進を願いたい。 

県道 136 号線（美濃路）井之口大

坪交差点から東方面は、名古屋と岐

阜方面を結ぶ主要道である県道

190 号と国道 22 号線に抜ける主要

部分となっているが、東海旅客鉄道

東海道線本線があるため渋滞の原

因になっている。 

奥田大沢町の旧明治乳業跡地に

は「三井不動産ロジスティクスパー

ク稲沢」が 2017 年 5 月竣工し一層

渋滞の原因になることが予想され

る。自動車交通の円滑な処理を行う

とともに、歩行者・自動車の安全性

を確保するため是非とも道路の整

備とともに立体交差化を推進願い

たい。 

26 Ⅳ-2  

生活環境 

2-1(3) ①環境美化

の推進 

（59ページ） 

 

 「環境美化の推進」を第一の目標

に掲げているが、環境に負荷をかけ

ている順番が違うのではないか。主

な取り組みの②、③の取り組みを優

先するべきではないか。 

「主な取組み」の掲載について

は、優先度等の順位付けはしてお

りません。 

27 Ⅳ-2  

生活環境 

2-1(3) ③地球温暖

化対策の推進 

（59ページ） 

 

「温暖化対策の補助制度等によ

る…」とあるが、再生可能エネルギ

ーの活用等に市として今後補助を

充実・拡大する決意を示しているの

か。 

 補助制度につきましては、国県

の制度や社会情勢等の変動に鑑

み検討していきます。 

28 Ⅳ-2  

生活環境 

2-1(3) ④自然との

共生の促進 

（59ページ） 

 

「市民が本市の豊かな自然に触

れる機会を提供します」は上から目

線ではないか。→「豊かな自然の普

及に努めます」 

 市の取組みとして自然観察会

の開催などの機会を提供すると

の意味合いで記載しています。 

29 Ⅳ-2  

生活環境 

2-1(3) 主な取組み 

（59ページ） 

主な取組みの中に、市の発電所を

創ることを構想として取り入れて

みてはどうでしょうか。いわゆる市

民共同発電所です（事例は随所にあ

 発電の形態は様々であります

が、市民共同の取組みは、今後の

市の施策展開の参考とさせてい

ただきます。 
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 ると思います）。 

30 Ⅳ-2  

生活環境 

2-2(1)目標 

（60 ページ） 

 

目標の中にごみという言葉を死

語にすると記載頂きたいです。資源

が循環する最終到達目標にして頂

きたいです。あと、木質資源の有効

利用を図る必要があると思います。 

愛知万博の際に登場したリグパ

ルという技術。商業ベースに乗らな

いのか、10 年以上経過しても、身

近に見ない技術ですが、一度生産さ

れた資源を固定し、プラスチックと

して利用する技術です。 

これを利用した製品を取り入れ

た公共施設の整備が、資源の循環利

用の上で有効に思います。市の道路

街路樹の管理により発生した木材

の廃材を加工して循環させてみる

方法もあると思います。 

 資源の有効活用、ごみの排出抑

制に努めておりますが、「ごみと

いう言葉を死語にする」とまで記

載することは、現実的に困難であ

ると考えます。 

 ご意見につきましては「④環境

負荷の少ない事業活動の促進」の

施策展開に係る一つの検討材料

とさせていただきます。 

31 Ⅳ-2  

生活環境 

2-2(3) ①リデュー

ス（排出抑制）の推

進 

（61ページ） 

 

「大量生産、大量消費」型の社会

のあり方を変える必要がある。根本

を野放しにしておいて、「リデュー

ス」といっても効果が半減する。 

 「（1）目標」（P60）で「市民、事

業者、行政」としているが、なぜ市

民が先頭か。総合計画を達成できな

いときの最大の責任が市民という

ことになるのか。行政の責任を明確

にするべきだ。 

 一自治体だけの取組みでは、社

会のあり方を変えることはでき

ません。国、市民、企業の意識の

変化や協働が必要となります。 

 「市民、事業者、行政」との記

載は、責任の所在を表すのではな

く、協働の各主体を表していま

す。また、この順番には他意など

はありません。 

32 Ⅳ-2  

生活環境 

2-3(3) ②下水道の

整備と維持管理 

（63ページ） 

 

「概成」は専門用語でわからな

い。他の言葉に置き換えるべきでは

ないか。 

 「概ねの完成」という言葉に置

き換えます。 

33 Ⅳ-3  

子育て・教育 

3-1(1) 目標 

（64 ページ） 

 

結婚・出産等は青年を使い捨てに

する派遣、長時間労働、残業代ゼロ

などをなくさないと解決しない。市

として何をするのか。 

「稲沢市まち・ひと・しごと創

生総合戦略」の中でも、「2人目、

3 人目が生まれる環境を創りま

す」が、基本目標の一つとなって

います。 
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34 Ⅳ-3  

子育て・教育 

3-1(1) 目標 

（64 ページ） 

 

「家族構成の変化や…不安や孤

立感を感じる人が増えています」

（P64）とあるが、表面的な分析に

過ぎない。新自由主義経済の中で、

人間が使い捨てにされている。政府

は「働き方改革」の名のもとで、過

労死ラインを超える残業を強制し

ようとしている。根本を変えないと

事態は改善しない。1日 8時間働け

ば生活できる環境をつくるべきだ。 

保育環境等の整備に加え、働き

方改革も推進しないことには、基

本目標の実現は図れません。 

手法については、今後更に検討

していきますが、行政においても

長時間労働削減に取り組むとと

もに、民間企業への啓発、優良企

業の取組みの情報共有や横展開

等に努めてまいります。 

35 Ⅳ-3  

子育て・教育 

3-1(1) 目標 

（64 ページ） 

 

「スマートフォンの急速な普及

等」（P64）とあるが、10 年後に「ス

マートフォン」という表現が通用す

るのか。 

将来を見据えて施策を考える

視点は必要ですが、テクノロジー

の進歩を現時点で見通すには限

界があります。 

したがって、現在顕在化してい

る問題について記載しておりま

す。 

36 Ⅳ-3  

子育て・教育 

3-1(1) 目標 

（64 ページ） 

 

「子どもの貧困対策の推進に関

する法律」が平成 26 年 1月に施行

されたが、子どもの貧困対策がな

い。 

「3-1 子育て家庭への支援・

青少年健全育成」の「⑦子育て世

帯への経済的支援」、「3-3 学校

教育」の「③就学困難な児童生徒

への支援」、「4-1 地域福祉・セ

ーフティネット」の「②生活困窮

者に対する支援」中の学習支援事

業などが該当します。 

「子どもの貧困対策」として個

別で取り上げてはいませんが、各

政策分野において網羅するよう

努めました。 

37 Ⅳ-3  

子育て・教育 

3-1(3)主な取組み 

主な取組みの中に、生活困窮者

への支援を入れてはどうでしょう

か。 

38 Ⅳ-3  

子育て・教育 

3-1(3) ③地域子育

て支援拠点事業の充

実 

（65ページ） 

 

「子育て支援センターを増設し

…拠点を整備します」→「子育て

支援センターを増設する」に変更

になった。なぜか。人口が減る中

で、子育て支援センターの増設と

ともに、その核となる拠点が必要

ではないか。 

 西町さざんか児童センター内の

「子育て支援総合センター」と平

和らくらくプラザ内の「子育て支

援センター」を統合し、「福祉の拠

文章表現等については、各分野

横断的に事務局側で整理しまし

た。 

施策タイトル「③地域子育ての

支援拠点事業の充実」の中に「拠

点」という言葉があるため、文章

の簡素化を図ったものです。 
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点」（仮称）内に整備するとしてい

た構想を断念するということか

（「公共施設再編に関する考え方」

P41）。 

39 Ⅳ-3  

子育て・教育 

3-1(3) ⑦子育て世

代への経済的支援 

（65ページ） 

 

「入院が必要な未熟児に対する

医療費補助、中学校卒業までの医

療費助成、園児の保育料・授業料

の段階的無償化」→「こども医療

費助成、園児の保育料・授業料等

の補助など」に変更になったが理

由は。 

条例は「子ども医療費」となっ

ており、「こども医療費助成」と異

なる。なぜか。将来さらに充実す

ることを含んでいるのか。 

「園児の保育料・授業料の段階的

無償化」→「園児の保育料・授業

料等の補助」に変更。加藤市長の

「段階的無償」の公約に反する。

「補助」では無償にならない。当

初の案から大きく後退している。 

 「等」の中に「主食代の無料化」

は入っているのか。→「3歳以上児

の主食代（相当分）を無料にする」 

 「子育て世帯の経済的負担を軽

減します」→「子育て世帯の経済

的負担軽減に努めます」 

 実施から努力義務に後退する内

容ではないか。 

文章表現等については、各分野

横断的に事務局側で整理しまし

た。 

基本計画各論では、施策の大き

な方向性を示すこととし、具体的

な事業名ではなく施策名に統一

する変更を行ったものです。 
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40 Ⅳ-3  

子育て・教育 

3-2(3) ②保育・幼児

教育施設の整備 

（67ページ） 

 

「民間による小規模保育事業へ

の参入を促進」とあるが、小規模

保育に配置される保育士の資格は

緩和されるため、保育の質が低下

する。 

また「認定こども園」は自治体に

対する保育の実施義務がなくなる。 

これは「基本方針」で当初の案に

あった「質の高い保育や教育を受

けることができる環境づくりを地

域と連携して進める」としていた

記述をなくしたこととあわせ、保

育・教育を民間委託、規制緩和に

よる安上がりの子育て・教育施策

を進めるもので、施策の大きな後

退だ。 

 保育に携わる人材確保のために

は他産業と比較して安い保育士の

人件費を引上げ、処遇改善を図る

こと。 

国の基準がきちんと示されて、

それに基づいて認可を受けた施

設であれば、保育を担っていく資

格があると考えます。 

本市としましては、保育ニーズ

が非常に高まっている中で、そう

した時代の要請やニーズに応え

る手法として、民間が主体となっ

て運営する保育サービスも活用

して、対応に努めていきたいと考

えております。 

また、重点戦略として「保育士

確保に努め、保育の質を維持」を

掲げております。人事制度の見直

しを図るなど、優秀な保育士人材

の確保に努めます。 

41 Ⅳ-3  

子育て・教育 

3-2(3) ④保育人材

の確保・育成の強化 

（67ページ） 

 

「研修等の強化により人材の育

成に取り組みます」とあるが、「民

間による小規模保育事業への参入

を促進する」を踏まえれば、規制緩

和による保育の質の低下に他なら

ない。「目標」の中で「保育の質を

守ります」を削除したことを見ても

明らかだ。 

42 Ⅳ-3  

子育て・教育 

3-2(3) ③放課後児

童クラブの充実 

（67ページ） 

 

学童保育（放課後児童クラブ）は

小学 3 年生までを対象としてはじ

めた事業であり、小学 6年生までを

対象とする事業（子ども子育て新制

度）では抜本的な見直しが必要だ。

「放課後児童クラブの環境改善を

進めます」を「放課後児童クラブの

環境を抜本的に改善します」とす

る。 

 平成 26 年度から放課後児童ク

ラブの対象年齢が、国の要請で小

学校 6 年生まで拡充されました

が、本市では既に対象児童拡大に

ついて対応済みです。また、各小

学校区内における放課後児童ク

ラブ室の整備を進めています。 

43 Ⅳ-3  

子育て・教育 

3-3(1) 目標 

「保護者や地域と学校が信頼関

係を築く中で」とあるが、政治か

らの干渉・独立をどう担保するの

教育行政を推進するに当たり、

市長部局と教育委員会はあくま

でも両輪と考えており、それを補
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（68ページ） 

 

か。 

 教育長を市長が任命するように

制度変更された。そのため教育委

員会は市長から独立しているが、

形骸化する恐れがある。 

完する意味で、保護者や地域住民

と学校の連携が必要と考えます。 

44 Ⅳ-3  

子育て・教育 

3-3(3) ③就学困難

な児童生徒への支援 

（69ページ） 

 

「義務教育を受けるために必要

な就学援助費などの支援を行いま

す」とあるのを、「就学援助制度の

改善を図り、就学援助費などの支援

を行います」 

 就学支援適用を「生活保護基準」

をもとにした利用しやすい制度に

改める。 

 就学援助費の支給費目の拡大

等につきましては、近隣自治体の

実施状況等にも鑑み検討します。 

 また、所得の基準として生活保

護基準を基にしている自治体も

ありますが、本市では、該当要件

以外のその他の経済的理由のケ

ースでは、個々の案件ごとに柔軟

に対応するよう努めています。 

45 Ⅳ-3  

子育て・教育 

3-3(3) ⑤ 学 校 施

設・設備の適正な

維持管理 

（69ページ） 

 

教育環境を充実するには少人数

学級に移行することだ。「あるべき

姿」に基づく学校統廃合は、少人数

学級に反する施策であるとともに、

教職員の数も減り、教職員の多忙解

決にも反する。 

 「あるべき姿」の「標準規模」は

「適正規模」とは全く異なる。文科

省は小中学校の「適正規模」を学問

的にまとめることができていない。 

 このように「あるべき姿」に基づ

く教育は時代に逆行するのではな

いか。 

本市では、小学校 1・2 年生と

中学校 1 年生において 35 人学級

を実施しています。仮に市単独で

少人数学級を実施することにな

れば、その分の教職員や教室の手

当が必要となりますので、基本的

には国や県の方向性に準じて少

人数学級を進めていくこととし

ています。 

学校の統廃合につきましては、

保護者の方々の意向も踏まえて

検討することが必要です。行政だ

けの都合で「地域の中の学校」を

統廃合することは困難と考えま

す。しかし、昭和 50 年代頃に多

くの新設校が建ちましたが、その

老朽化が進んでおり、学校の建替

えが集中する時期を迎えます。現

時点で統廃合について結論を出

すのではなく、学校や校区の再編

も視野に入れつつ検討していく

と捉えていただければと考えま

す。 

46 Ⅳ-3  

子育て・教育 

3-3(3) ⑤ 学 校 施

設・設備の適正な

維持管理 

（69ページ） 

 

児童生徒数の減少→学校の統廃

合→児童生徒数の減少。 

 学校がなくなれば、人口減少は加

速する（学校統廃合で人口が増えた

事例はあるか）。 

47 Ⅳ-3  

子育て・教育 

3-3(3) ⑤ 学 校 施

設・設備の適正な

維持管理 

（69ページ） 

学校統廃合により通学距離が長

くなることは、「安心・安全な教育

環境の向上」にも反する。 
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48 Ⅳ-4  

福祉 

□基本方針 

（70ページ） 

 

「地域における住民同士のつな

がりや問題解決能力を高めながら」

とあるが、これでは福祉を住民の自

己責任に丸投げする発想だ。「」を

削除し、「すべての市民が安心して

暮らせるまちをめざします」とす

る。 

地域福祉に関しましては、自

助・共助・公助のバランスが重要

であると認識しております。市が

「公助」として担うセーフティネ

ットの役割に加え、困った時には

地域で暮らす人と人とがお互い

に助け合えることが、市民が安心

して元気に暮らせるまちづくり

につながると考えております。 

49 Ⅳ-4  

福祉 

4-1(1) 目標 

（70 ページ） 

 

なぜ「自助」「共助」「公助」の順

番か。自治体の責務からすれば「公

助」を先頭にするべきだ。「自助」

を先頭にもってくることは自治体

の責任放棄であり、上から目線だ。 

憲法第 25条は以下のとおり。 

第 25条 すべて国民は、健康で文

化的な最低限度の生活を営む権利

を有する。 

２ 国は、すべての生活部面につい

て、社会福祉、社会保障及び公衆衛

生の向上及び増進に努めなければ

ならない。 

 財源がないからと生活保護費を

切り縮めることは、憲法違反で許さ

れない（国民は「健康で文化的な最

低限度の生活を営む権利」を有して

いる）。 

50 Ⅳ-4 

福祉 4-1(3) ①地域

福祉の機能強化 

（71ページ） 

行政の責任を明確にするべきだ

（ボランティア任せの上から目線

の計画）。 

51 Ⅳ-4  

福祉 

4-1(3) ①地域福祉

の機能強化 

（71ページ） 

 

「ユニバーサルデザインのまち

づくり」（加藤市長の公約）に全く

触れていない。 

 

ユニバーサルデザインとは障

害の有無や国籍の違いなどに関

わらず、すべての方への配慮を念

頭に置いた非常に幅広い概念で

す。 

その考え方は、福祉など特定政

策分野に限らず、各関連政策分野

に共通しているものと考えてお

ります。 

52 Ⅳ-4  

福祉 

福祉の拠点に「子育て支援センタ

ー」は入らないのか。福祉の拠点整

市役所と同一敷地内に社会福

祉協議会を整備することにより、
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4-1(3) ③福祉の拠

点の整備 

（71ページ） 

 

備を進めることはいいことだが、そ

のためには福祉事務所としてワン

ストップサービスが行えるように

するべきで、社会福祉協議会中心の

施設ではまったく中途半端ではな

いか。 

福祉に関する相談にワンストッ

プで対応できるようになると考

えております。 

53 Ⅳ-4  

福祉 

4-2(1) 目標 

（72 ページ） 

 

「健『幸』社会を形成」というが、

定義は何か。「健『幸』社会」とい

う言葉は造語だと思うが、計画に造

語を用いる場合は、定義をきちんと

しておくべきだ（取り手が勝手な解

釈をしないために）。 

本計画（案）では、「高齢者が

心身ともに健康で、地域社会の一

員として活動でき、住み慣れた家

庭や地域で安心して暮らし続け

られる社会」との意味合いで使用

していますが、本文中にてそのま

まの形で説明しているため、用語

解説等は不要と考えております。 

54 Ⅳ-4  

福祉 

4-2(3) ① 介 護 予

防・生活支援・生き

がいづくりの推進 

（73ページ） 

 

「介護予防日常生活支援総合事

業」は介護保険からの排除であり、

介護サービスの後退であることは

明らかで、「主な取組み」に掲げる

ことは問題だ。「介護予防日常生活

支援総合事業」→「介護予防事業の

充実」にするべきだ。 

「介護予防日常生活支援総合

事業」の創設は介護保険制度の改

正によるものであり、要支援者等

の多様な生活支援のニーズに対

し、地域の多様な担い手による多

様なサービスを提供していくも

ので、介護サービスの後退にはな

らないものと考えております。 

55 Ⅳ-4  

福祉 

4-2(3) ① 介 護 予

防・生活支援・生き

がいづくりの推進 

（73ページ） 

 

市の直営で各「地域包括支援セン

ター」を統括する「地域包括支援セ

ンター」を整備し、市としてのノウ

ハウを蓄積する必要がある（民間任

せでいいのか）。 

市の直営で各地域の地域包括

支援センターを統括する基幹型

地域包括支援センターを設ける

には、専門人材を揃える必要があ

り、現実的には困難と考えます。 

本市において現段階で基幹型

の機能を果たせる主体としては

社会福祉協議会が考えられます

が、社会福祉協議会が新分庁舎へ

移転することに伴い、今後、検討

していく必要があると考えてお

ります。 

56 Ⅳ-4  

福祉 

4-2(3) ③介護保険

サービスの充実 

（73ページ） 

「給付費の適正化」とは、利用の

抑制を図ることであり、「介護保険

サービスの充実」に反するので削除

するべきだ。 

給付費の適正化は介護保険サ

ービスを持続的に行っていく上

で、重要と考えております。 
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57 Ⅳ-4  

福祉 

4-3 障害者福祉 

（74ページ） 

 

「障害者」の「害」を「がい」に

統一するべきでは（他の箇所でも同

じ）。条例等との関連もあるが。 

「害」：悪い結果や影響を及ぼす

物事。「健康に害がある」「農作物に

害を及ぼす」（デジタル大辞泉の解

説） 

「障害者」の表記をめぐっては

様々な議論がありますが、その議

論の動向やそれぞれの表記の普

及状況を注視しつつ、本市では、

当面は「障害者」の表記を用いる

こととしています。 

58 Ⅳ-5  

健康・医療 

5-1(1) 目標 

（76 ページ） 

 

「生涯スポーツ」と 8-2 における

「競技スポーツ」を分ける根拠は何

か。こうした分類がスポーツの発展

を阻害しているのではないか。 

市民が自ら取り組むスポーツ

活動と、実業団スポーツチームな

どの観賞スポーツとで分けてい

ます。 

豊かなスポーツ文化は「する」

「見る」（及び「支える」）といっ

た多様な関係性によって作り出

されるものと考えております。 

59 Ⅳ-5  

健康・医療 

5-1(1) 目標 

（76 ページ） 

 

「超高齢社会」の定義はなにか。 総人口に対して 65 歳以上の高

齢者人口が占める割合を高齢化

率といいますが、一般的に高齢化

率が 7％を超えた社会を高齢化社

会、14％を超えた社会を高齢社

会、21％を超えた社会を超高齢社

会といいます。資料編にて用語解

説欄を設け、説明します。 

60 Ⅳ-5  

健康・医療 

5-1(3) ②こころと

身体の健康づくり活

動の推進 

（77ページ） 

 

「こころ」と「心」の違いについ

て定義。 

本計画（案）ではメンタルヘル

スをイメージしており、市内クリ

ニックの名称においてもひらが

な表記が多いなど地域定着的な

意味でも、やわらかい語感でひろ

がりを持った「こころ」というひ

らがな表記を使用しています。 

61 Ⅳ-5  

健康・医療 

5-1(3) ③生涯スポ

ーツに親しむ機会の

提供 

（77ページ） 

 

なぜ「ニュースポーツ」を特別扱

いするのか。既存のスポーツも含め

支援するべきではないか。 

「ニュースポーツ」は年齢・性

別等に関わらず誰もが気軽に楽

しむことができることを目的に

考案・実施されているスポーツの

総称です。高齢者の体力増進等に

役立てられるなど、生涯スポーツ

としての一面がありますので、一

つの例として示しております。 

62 Ⅳ-5  

健康・医療 

「施設総量の適正化」というが、

駐車場を含めると、施設が郊外に偏

郊外以外においても、学校体育

施設開放や民間のフィットネス
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5-1(3) ⑤スポーツ

施設の適正管理 

（77ページ） 

 

在し、身近な場所でスポーツを楽し

めなくなるのではないか（稲沢勤労

青少年ホーム・市民球場のテニスコ

ートを廃止） 

クラブなど、身近な場所でスポー

ツを楽しむ機会は、確保されてい

るものと考えます。 

63 Ⅳ-5  

健康・医療 

5-1(3) ⑤スポーツ

施設の適正管理 

（77ページ） 

学校教育では「適正な維持管理」

（P69）とある。「適正管理」とどの

ように違うのか。 

「適正な維持管理」に統一しま

す。 

64 Ⅳ-5  

健康・医療 

5-2(3) ③市民病院

の機能充実 

④地域の医療需要に

即した病床活用 

（79ページ） 

地域医療構想で市民病院の入院

ベッド数はどうなるのか（急性期

190、慢性期 46）。当初計画の急性

期 320 床をすすめるには、④とあわ

せ、愛知県が策定した地域医療構想

が障害になる。構想の撤回・変更を

求めることが必要ではないか。 

現時点で、急性期病棟 228 床、

地域包括ケア病棟 46 床となって

おります。 

愛知県が策定した地域医療構

想については、大幅な病床削減は

なく、機能ごとの病床数の見直し

を行った程度でありますので、撤

回・変更を求めるにはあたらない

と考えます。 

65 Ⅳ-5  

健康・医療 

5-2(3)⑤休日急病診

療体制の充実 

（79ページ） 

 

休日急病診療所を建てかえると

いうが、それと引き替えに明治市民

プールを廃止することは許されな

い（夏の子どもの居場所を奪うこと

になる）。仮設の休日急病診療所を

明治スズラン児童センター以外の

場所に持って行くべきではないか

（たとえば産業会館）。 

休日急病診療所は、現在地での

建替えを考えております。 

66 Ⅳ-6  

安心・安全 

6-3(3)主な取組み 

（85ページ） 

 

主な取組みの中に、防犯カメラの

設置を入れてはどうでしょうか。安

全なまちづくりは、移住者の積極的

な理由の一つになると思います。 

市では各行政区に対する防犯

カメラの設置補助を行っており

ますが、基本計画各論は、施策の

大きな方向性を示すものであり、

具体的な個々の事業につきまし

ては、他の政策分野の記載内容と

のバランスに鑑み、記載しており

ません。 

67 Ⅳ-7  

産業・労働 

7-1(1) 目標 

（86 ページ） 

「市場の成熟化」より少子高齢

化、人口減少による市場の縮小にど

う対応するかが最大の課題ではな

いか。 

少子高齢化、人口減少による市

場の縮小につきましては、市場の

成熟化の一側面と考えておりま

す。本市としましても、課題と認

識しております。 
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68 Ⅳ-7  

産業・労働 

7-1(3) ①新たなビ

ジネスの場・機会の

確保 

（87ページ） 

基本方針で第一に「既存産業の経

営基盤の安定化」をうたっているの

に、なぜ「新たなビジネスの場・機

会の確保」が先頭に来るのか。 

 

「①新たなビジネスの場・機会

の確保」の中で、既存産業の事業

承継等について記載しておりま

す。 

69 Ⅳ-7  

産業・労働 

7-1(3) ②企業誘致

の促進 

（87ページ） 

 

稲沢市の特性、地場産業について

検討するべきだ。「企業誘致」はま

ったく安易な発想ではないか。 

本市の特性や地域資源を生か

した地場産業の育成につきまし

ては、本市のまち・ひと・しごと

創生の基本的方向の一つでもあ

り、検討する必要があると考えて

おります。 

なお、「企業誘致」につきまし

ても、広域交通条件に恵まれた本

市の特性を生かした取組みの一

つと考えております。 

70 Ⅳ-7  

産業・労働 

7-1(3) ④農業の経

営基盤の強化 

（87ページ） 

家族経営農家をどう支援してい

くか。地域で循環する農業（経済）

を検討するべきだ。 

総合計画審議会において「兼業

農家や自給的農家が農業離れし

ないように育成していくことも

大事な担い手づくりになるので

はないか」とのご意見を受け、「④

農業の経営基盤の強化」の本文の

修正を行いました。 

71 Ⅳ-7  

産業・労働 

7-1(3) ⑥農業の生

産基盤の強化 

（87ページ） 

土地改良事業の早期完了を目指

す必要があるのではないか。時間が

たつほど、相続等の関係で完了を困

難にする。 

「各地区における維持管理的共

同活動を支援します」とは多面的機

能発揮促進事業のことを指してい

るのか。 

土地改良事業につきましては、

関係機関と協力し、早期の換地処

分を目指してまいります。 

なお、「各地区における維持管

理的共同活動を支援します」につ

きましては農地水多面的機能支

援事業等を想定しています。 

72 Ⅳ-7  

産業・労働 

7-2(1) 目標 

（88 ページ） 

政府が検討している「働き方改

革」の特徴は、「過労死ライン」を

超える労働時間を労働者に強制す

ること（1月100時間、年間720（960）

時間）。「仕事と家庭の両立や労働時

間の短縮」とは全く異なる。「働き

方改革」という言葉を使うべきでは

ない。 

労働時間の上限設定は国の取

組みの一部にすぎません。本計画

（案）では、「仕事と家庭の両立

や労働時間の短縮」等の取組み全

般を指し、「働き方改革」という

言葉を使用しています。 
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73 Ⅳ-8  

まちの魅力 

（90ページ） 

 

国全体の人口減少が深刻化する

中、稲沢市の人口も減少する局面を

迎えている。 

この減少の中、稲沢市の活性化を

はかるため「まちの魅力」について

述べる。 

市を取り巻く環境はこの 10 年後

の 2027 年には東京（品川）～名古

屋を 40 分で結ぶリニア中央新幹線

の開通が予定され、人の流れも大き

く変わり、市が発展する大きなチャ

ンスとなる。 

観光は「物見遊山」というイメー

ジが強く、「面白さ」や「わくわく

感」から評価されることが多い。 

観光をもっと広い視野からまち

づくりや文化・グローバル時代にあ

って、異文化交流といった側面から

位置付けると「稲沢と観光」にも光

があたり、多数の観光客が訪れるの

ではないかと思う。 

幸い、稲沢市には尾張総社国府宮

がある。はだか祭には 1日で 8万人

もの客が訪れている。この客にリピ

ーターとなって何度も稲沢市を訪

れて頂けるように工夫をすること

が大切である。 

実行計画として、行政・神社・名

鉄・ボランティア団体・市民が協

働・協力して観光客を増加させるた

め、この共通目的に向かって知恵を

出し合い良いまちづくりとするよ

うに期待し、協力も実施していきた

い。稲沢市が観光客が増加し活性化

することを期待しています。 

「観光」といえば、観光スポッ

トやハコモノ、イベントに頼って

集客・収益を目指すことと考えら

れがちですが、本市においては、

観光を目的化するのではなく、

「ありのままの地域資源」を活用

し、地域の伝統、地域の人々の思

いや歴史にスポットを当て、商品

開発や顧客開拓につなげるなど、

地域の産業、ひいてはまち自体を

活性化する手段としての観光を

押し進めたいと考えています。 

観光やシティプロモーション

は市民や民間の協力が不可欠で

す。 

ご意見のとおり、多くの主体に

参加していただくことで、観光に

よる地域の活性化に繋げてまい

りたいと考えています。 

74 Ⅳ-8  

まちの魅力 

□基本方針 

（90ページ） 

 

「実業団スポーツチーム」は「５ 

健康・医療」でまとめるべきではな

いか。総合型地域スポーツクラブの

活動の発展につなげるべきだ。最近

の傾向は「実業団チーム」から地域

本計画（案）では、実業団スポ

ーツチーム等を観賞スポーツの

文脈で捉えています。各実業団ス

ポーツチーム等が統合型スポー

ツクラブとして発展されるかど
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密着型スポーツクラブへと変わり

つつある。 

うかにつきましては、各企業等が

判断されるものと考えます。 

75 Ⅳ-8  

まちの魅力 

8-1(1) 目標 

（90 ページ） 

 

「本市には自然や…」といいなが

ら、自然の魅力がどこにも出てこな

い。ホタル、鳥、植物などの豊富な

資源の活用を考えるべきだ。 

総合計画は、各政策・施策の方

向性を示すものと考えておりま

す。具体的な事業や方策につきま

しては、個別計画等での対応とな

ります。総合計画の計画図書の文

面につきましては、全体のバラン

スに鑑み、計画における各分野横

断的に事務局側で整理しており

ます。 

76 Ⅳ-9  

文化的な暮らし 

9-1(3) ① 文 化 施

設・生涯学習施設の

適正管理 

（95ページ） 

「施設の適正管理」が主な取組み

のはじめにくるものか。ここのどこ

に文化的なくらしがあるのか。 

 

「主な取組み」の掲載について

は、優先度等の順位付けはしてお

りません。 

77 Ⅳ-9  

文化的な暮らし 

9-1(3) ④市民の創

作活動の充実 

（95ページ） 

荻須記念美術館は「８まちの魅

力」（P93）にも記載されている。統

一するべきではないか。 

市民が自ら取り組む芸術創作

活動と、鑑賞芸術とで分けていま

す。 

78 Ⅳ-9  

文化的な暮らし 

9-2(1) 目標 

（96 ページ） 

男女間の問題を先に、次に外国人

に問題を記述するべきではないか。 

  

「目標」の文章を男女共同参

画・多文化共生の順番で構成し直

します。 

79 Ⅳ-9  

文化的な暮らし 

9-2(3) ②国際交流

の推進 

（97ページ） 

2026 年に行われる夏期アジア競

技大会（愛知県と名古屋市が共催）

の方が身近ではないか。 

 P93 でアジア競技大会に触れて

いる。 

アジア競技大会において、ホス

トタウン事業のような国際交流

推進の取組みがなされるかどう

かにつきましては、未定です。 

80 Ⅳ-9  

文化的な暮らし 

9-2(3) ②国際交流

の推進 

（97ページ） 

 

中学生の海外派遣事業の位置づ

けを 

 

中学生の海外派遣につきまし

ては、具体的な事業名までは書い

ていませんが、「3-3 学校教育」で

「国際理解教育」との記載があ

り、そこで読み取っていただけれ

ばと思います。 

81 

 

Ⅳ-9  

文化的な暮らし 

9-2(3) ④誰もが活

④を①にするべきだ。 

 

「主な取組み」の掲載について

は、優先度等の順位付けはしてお

りません。 



27 

 

躍できる社会環境づ

くり 

（97ページ） 

82 Ⅳ-10  

行政経営改革 

10 行政経営改革 

□基本方針 

（98ページ） 

なぜ「行政経営」か。自治体は住

民福祉の向上に貢献することにあ

り、企業のように儲けを最優先する

「経営」にあるのではない。企業と

自治体をなぜ同一視するのか。「行

政経営」のもとでは弱者は切り捨て

られ、本計画の他の項目の項に反す

ることになる。 

「財政状況はますます厳しくな

る」というが、根拠は何か。 

国のいいなりになるから厳しく

なるのではないか。社会が発展すれ

ば、財政も豊かになるのではない

か。「厳しくなる」というのは、社

会が発展しているのではなく、歯車

が逆転しているということか。 

「経営」とは、事業目的を達成

するために、継続的・計画的に意

思決定を行って実行に移し、事業

を管理・進行することを言いま

す。企業と行政とでは事業目的は

異なりますが、行政におきまして

も経営の考え方は必要と考えま

す。 

以前のような右肩上がりの時

代であれば、人口増や経済成長で

将来負担を吸収することができ

ました。しかしながら、29 ページ

にて説明しておりますとおり、人

口減少・少子高齢化により税収は

減り、介護や医療の負担はどんど

ん増していきます。加えて、老朽

化した公共施設やインフラ資産

を維持・更新するための負担がさ

らに必要になってきます。 

しかしながら、行政には、どの

ような状況下におかれても、市民

の皆様に安心して暮らしていた

だき、次世代のための子育てや教

育をしっかり行っていく使命が

あります。10年先を見通したとき

にどのような社会になっている

か。継続的に行政運営していくた

めにはどうしたらよいか。そうし

たことを常に考え、施策を立案し

ていく必要があります。そのため

の道筋を作ることこそ、行政に課

せられた責務だと考えます。 

83 Ⅳ-10  

行政経営改革 

10-1(3) ③窓口サー

ビスの充実 

（99ページ） 

「各種証明書のコンビニ交付等」

とあるが、利用のためにはマイナン

バーが必要になる。マイナンバーの

利用を無限定に広げることは、プラ

イバシーの漏洩の上からも慎重で

マイナンバーそのものの利用

範囲は法律等で限定的に定めら

れています。現在の利用範囲であ

る社会保障、税、災害対策の三つ

の行政分野の事務以外での利用
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 あるべきではないか。情報漏洩がな

いと断言できるのか。 

につきましては、国は、法律施行

の状況等に鑑み、国民の理解を得

ながら検討を進めるとしていま

す。本市において、マイナンバー

については、法制度の範囲で適切

かつ慎重に取り扱ってまいりま

す。 

84 Ⅳ-10  

行政経営改革 

10-1(3) ③窓口サー

ビスの充実 

（99ページ） 

「窓口業務の民間委託を検討」と

あるが、窓口業務は「行政処分」す

ることも多い。「行政処分」を民間

に委託することはできず、効率が悪

くなったり、「偽装請負」の片棒を

行政が担ぐ可能性があるなど、問題

が多い。問題ではないか。裁判事例

もある 

委託業務範囲や窓口への人員

配置等につきましては、法律等を

遵守する形で検討してまいりま

す。 

85 Ⅳ-10  

行政経営改革 

10-1(3) ④ICT の活

用による市民サービ

スの向上と行政手続

きの効率化 

（99ページ） 

ＩＣＴの活用は時代の流れかも

しれないが、ＩＣＴを活用できない

人をどうするのか。 

またビッグデータといわれる情

報に、個人のプライバシー保護をど

うするのか。 

いずれも社会全体の問題と考

えますが、多様なニーズに対する

きめ細やかな対応、個人情報保護

の徹底等に努めます。 

86 Ⅳ-10  

行政経営改革 

10-2(1) 目標 

（100 ページ） 

地方自治の根幹を否定する地方

交付税のトップランナー方式導入

をやめることを求めるべきではな

いか。地方交付税のトップランナー

方式は地方自治のあり方をゆがめ

るのではないか。 

地方交付税制度の充実等につ

きましては、市長会等を通じて、

引き続き要望してまいります。 

87 Ⅳ-10  

行政経営改革 

10-2(1) 目標 

（100 ページ） 

「限られた財源の中で、社会情勢

や市民ニーズの変化に的確に対応

した行政サービスの提供に努めま

す」には、受益者負担の原則に基づ

く市民への負担増のおしつけ、公共

施設の統廃合などによる人口密度

の低い地域の切り捨てを含んでい

る。そのため「持続可能かつ効率的

な財政運営を推進することにより、

市域全体の均衡の取れた行政サー

ビスの提供に努めます」とするべき

ではないか。 

どの地区も全部同じように発

展していけば良いということで

はなく、各地区には特色がありま

すので、その特色を出すことが重

要と考えます。 
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88 Ⅳ-10  

行政経営改革 

10-2(3) ①健全な財

政運営 

（101 ページ） 

「受益者負担の観点から使用料

の定期的な見直し、補助金等の整理

合理化を図る」とあるが、市民への

負担増→市民が利用・活動できない

→使用料の引き上げ・補助金削減 

の悪循環を起こし、市全体が萎縮す

るのではないか。 

 「また、受益者負担の観点からの

使用料の定期的な見直し、補助金等

の整理合理化を図るなど、財源確保

に向けた改革を行います。」を削除

する。 

 「住民福祉の向上」の視点がない。 

補助金につきましては、市民福

祉の向上、住民の利益に寄与し、

広く市民のニーズに沿ったもの

に使われることが本来の趣旨で

あり、税金等を使って補助金を交

付する以上、適正に執行されるよ

う整理・合理化を図ってまいりた

いと考えております。 

また、施設使用料につきまして

は、受益者負担の観点から、公平

性を図るために定期的に見直し

てまいりたいと考えております。 

89 Ⅳ-10  

行政経営改革 

10-2(3) ②公共施設

の再編・総量適正化

の推進 

（101 ページ） 

「施設総量の適正」の基準がある

わけではない。時の行政のトップの

判断で変わるものであり、地域の切

り捨ての材料になる可能性がある。 

将来の資産として次の世代に

何を残していくのかにつきまし

ては、行政と市民あるいは市民同

士が話し合うことが重要と考え

ております。 

90 Ⅳ-10  

行政経営改革 

10-2(3) ②公共施設

の再編・総量適正化

の推進 

（101 ページ） 

「②公共施設の適正管理の推進」

にし、内容を検討する。 

公共施設の再編・総量適正化の

取組みにつきましては、総合計画

審議会でも「推進するべき」との

非常に強い意見をいただいてお

ります。市としましても、重点戦

略に掲げるなど、今後 10 年間で

推進していく姿勢を明確にして

おります。 

91 Ⅳ-10  

行政経営改革 

10-2(3) ③新たな財

源の確保 

（101 ページ） 

「有料広告等」とあるが、費用対

効果はどうか。 

「ＴＧアリーナ」→「豊田合成ア

リーナ」変更で市民に混乱がある。

ネーミングライツは問題だ。 

市にとりましては財政面、企業

にとりましてはＰＲ効果と、双方

に一定の効果をもたらしている

ものと評価しております。 

92 Ⅳ-10  

行政経営改革 

10-2(3) ④未収金対

策の強化 

（101 ページ） 

「効率的な滞納整理の実施」のも

とで、差し押さえなど、有無をいわ

せない高圧的な取り立てが行われ

ている。 

 「徴収体制の集約、効率的な滞納

整理の実施により」→「納税者の理

解と納得を得て」 

市税等の徴収につきましては、

納期内納付の納税者との公平性

を保つため、滞納者の個別・具体

的な実情を十分に把握した上で、

適正な執行に努めております。 

こうした中にあっても、法令を

一律に適用するのではなく、緩和

の措置や処分の停止を視野に入
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れた適切な対応を行うこととし

ております。 

93 Ⅳ-10  

行政経営改革 

10-3(3) ②シティプ

ロモーションの推進 

（103 ページ） 

 

「名古屋圏における本市の存在

感」というが、名古屋圏に限定する

理由はあるのか。 

全国の「ぎんなんの生産地」との

協力、オリンピアとの姉妹都市提携

など、大きな視野で取り組む必要が

あるのではないか。 

シティ・プロモーションに取り

組む上では、対象の設定や地域資

源・人材の積極的な活用を含め

て、最善の手法を検討してまいり

たいと考えております。 

94 全体 

 

【案件名】時代をつくるのは若者 

○『第 6次稲沢市総合計画（案）』

について 

100ページにもわたる資料は、役

所の会議で使うならまだしも、市民

から意見をもらう前提として提示

するならば、もっとコンパクトにわ

かりやすくまとめるべき。ごもっと

もらしい横文字も、あまり必要ない

と思う。 

全体的にあれもこれも良くした

いのは分かるが、特色として目指す

ところの３案くらい出来ていると

良いと思った。そうするともっと広

く意見が集まるのではないか？ 

○未来のために 

結局、人が住まなければ「市」と

して発展していかない。高齢者が多

いとなると人口はジリ貧になる。 

若者や子供が住みやすい街をつく

ることが、リニアの恩恵や、名古屋

までの距離の優位性を活かせるの

ではないか。 

○対策案 

→対策①市をあげての婚活 

市内はもとより近郊の若者を

呼び込んでの婚活イベントをす

る。市内の未婚率を下げる。市内

に住むことでの特典を何か PR

する。 

→対策②空き家の活用 

一般市民の皆様が内容を読み

込んで意見を述べるには、計画書

が大部であるのは事実です。その

ため、ホームページでは、計画案

の構成等の説明を付し、それぞれ

のパートがどのような位置づけ

かを示すよう心がけました。 

カタカナ言葉については、原則

として、一般的に慣れ親しまれて

いる場合や、硬い日本語よりもイ

メージ喚起力がある場合におい

て、用いることとしました。日本

語に置き換えづらい専門的な用

語については、別途、用語解説を

設けています。 

対策案の①につきましては、

3-1「①結婚活動の支援」といた

しまして、平成 29 年度から事業

を実施しております。対策案の②

につきましては、1-1「④空き家

対策の充実」、対策案の③につき

ましては、3-2「②保育・幼児教

育施設の整備」、対策案の④につ

きましては、1-3「①公園・緑地

の整備」、対策案の⑤につきまし

ては、8-1「①観光資源の活用」、

対策案の⑥につきましては、1-1

「①駅周辺機能の強化（名鉄国府

宮駅及びＪＲ稲沢駅）」、「③地域

コミュニティの維持に向けた定

住施策」の施策展開の中で、一つ
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市が管理する空き物件をリフ

ォームし、夫婦や若者が何年か住

むことを条件に安く販売する。 

→対策③保育園の誘致 

助成金制度を設け、待機児童が

出ないような環境づくりをする。 

→対策④子どもが遊べる公園の設

置 

使ってない畑や田んぼを子供

が遊べる広い公園に。 

→対策⑤田んぼを利用した何かし

らのイベント開催。 

凧あげ大会やドローン大会な

ど。 

→対策⑥駅前の活性化 

国府宮駅は比較的に賑やか？

だが、他の駅はあまり活気がな

い。 

の検討材料とさせていただきま

す。 

95 その他 「非核平和都市宣言」をしている

のに、平和の取組みがない。平和行

政の取組みを計画の中にきちんと

位置づけるべきだ。 

稲沢市非核平和都市宣言につ

きましては、平成 17 年の合併前

から各市町で宣言していました

が、合併後、改めて宣言し、同時

に日本非核宣言自治体協議会へ

加盟しました。また、平成 27 年

５月には平和首長会議にも加盟

し、平和への取組みを推進してき

ました。これまでの経緯を踏ま

え、引き続き核兵器廃絶と恒久平

和の実現に向けて努力してまい

ります。 


